
No. 事業名 事業概要 総事業費 うち交付金 実施期間 事業実績・効果検証 担当課

1 定額減税調整臨時給付金
物価高支援の一環として実施の定額減税において、減税
しきれないと見込まれる方に対して差額分の給付を行
う。

50,365,674 49,832,174
R6.6.1
～

R7.2.10

納税者及び同一生計配偶者または扶養親族1人につき、所得税３万
円、個人村民税１万円の減税を実施
給付総数　1,230人
給付総額　47,520,000円

定額減税しきれないと見込まれる納税者に対して調整給付金を支
給することで物価高騰の負担軽減に寄与した。

住民税務課
税務係

2
住民税所得割非課税世帯等
に対する臨時特別給付金
【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得者世帯への支援を行うことで低
所得の方々の生活を維持する。

14,263,609 14,263,609
R6.6.1
～

R6.12.27

新たに住民税非課税世帯に対して、対象世帯１世帯あたり10万円
を給付
給付総数　125世帯
給付総額　12,500,000円

物価高騰が村民の生活に大きな影響を及ぼす中、上記事業を実施
したことにより生活困窮の防止に寄与した。

健康福祉課
福祉係

3
高齢者世帯等原油高騰対策
事業

燃料価格の高騰が家計を圧迫している中で、冬季には暖
房に使う灯油を購入する機会が増えることで、灯油等を
買い控え体調不良に陥ることのないように燃料券を交付
する。

15,424,000 15,423,450
R7.2.1
～

R7.3.28

65歳以上の高齢者のみ、障がい者、生活保護世帯等に対して、対
象世帯１世帯あたり２万円分の燃料券を交付
給付総数　801世帯
給付総額　15,095,000円

物価高騰が村民の生活に大きな影響を及ぼす中、上記事業を実施
したことにより、冬季の暖房使用控え防止に寄与した。

健康福祉課
福祉係

4
子育て世帯電力等価格高騰
重点支援交付金事業

食料品や燃料などの価格が高騰し生活費が増加している
中で、新たに生活困窮に陥ることがないように、18歳以
下の村民を対象とした給付金を交付する。

24,191,636 20,186,550
R7.2.1
～

R7.3.21

18歳以下の村民に対して１人あたり３万円を給付
給付総数　798人
給付総額　23,880,000円
物価高騰が子育て世帯の生活に大きな影響を及ぼす中、上記事業
を実施したことにより生活困窮の防止に寄与した。

教育委員会
子育て学校
教育係

合計 104,244,919 99,705,783
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